
 

近畿日本鉄道に対する業務監査の実施結果 

所見に対する回答 項  目 主 な 取 組 み 状 況 等 所    見 

１．運賃等に関する事項    

（１）関係法令、通達に

基づく諸手続等 

・近畿日本鉄道株式会社（以

下「近畿日本鉄道」という）

では、特別車両料金のキロ

区界の設定に伴う届出、肝

臓の機能障害者に対する割

引運賃の届出等が行われて

いる。 

・関係法令、通達に基づき適

正に処理されている。 

・今後も関係法令、通達に基づき

適正な手続を行ってまいりま

す。   

 ・運賃表、関係規程の備え付

けは現地監査を行った駅に

おいて、適正に行われてい

た。 

・今後も適正な掲示、備え付けを

継続してまいります。  

  

  

    

（２）連絡運輸・乗継割

引・企画乗車券等 

   

   

 ①連絡運輸 ・連絡運輸については、直通

運転を行っている大阪市交

通局、京都市交通局、阪神

電鉄の他ＪＲ西日本、ＪＲ

東海等を含め全１２事業者

間で実施されている。 

・前回監査時（Ｈ１６年度）

の指摘事項である京都駅で

のＪＲ西日本と間の定期券

による連絡運輸について

は、ＩＣ定期券導入時期を

踏まえ、見直しの検討を行

う必要がある。 

・ＩＣ定期券導入を機に、京都駅

でのＪＲ西日本様との間の定

期券による連絡運輸の実施に

向け、協議を進めてまいりま

す。 

 

 

 

 

  

   

    

②乗継割引 ・乗継割引については、ＪＲ

西日本、大阪市交通局他全

５事業者間と主要駅におい

て乗継割引を実施してい
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③企画乗車券 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ＩＣカードシステ

ム 

る。 

 

・企画乗車券については、奈

良大和路、伊勢志摩をはじ

めとする観光地の周遊に適

したフリーキップ等を設定

している。 

 

・外国人旅客を対象とした企

画乗車券の設定は、全線の

乗降と３回まで特急の乗車

が可能である「ＫＩＮＴＥ

ＴＳＵ ＲＡＩＬ ＰＡＳ

Ｓ」を発売しているほか、

関西国際空港、中部国際空

港からそれぞれの往復乗車

券がついた「ＫＩＮＴＥＴ

ＳＵ ＲＡＩＬ ＰＡＳＳ

wide」を発売しており、外

国人の利用が見込まれる企

画乗車券については、ホー

ムページ上で外国語の案内

を行っている。 

 

・ＩＣカード式乗車券につい

ては、平成１９年４月から

 

 

・今後とも、利用者利便の向

上、需要の喚起に資する新

たな商品の提供することが

望まれる。 

 

 

・沿線に多くの観光地を抱え

ており、外国人旅客に対す

る利用者サービスの展開は

大変評価される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ＩＣカードシステムについ

ては、利用者にも利便性の

 

 

・今後とも、お客様の利便向上や

需要の喚起に資する商品を提

供してまいります。 

 

 

 

・引き続き、外国のお客様により

便利に、より快適にご利用いた

だけるサービスを検討してま

いります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成２４年秋を目標として、Ｉ

ＣＯＣＡ定期券を導入するこ
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（３）駅務機器類 

①駅務機器の設置基

ＩＣカードシステム「Ｐｉ

ＴａＰａ」を導入している。

ＪＲ西日本の「ＩＣＯＣＡ」

と相互利用することができ

る。鉄道利用者全体に占め

る割合は平成２１年度の平

均で８．３％、１日平均の

利用者数は１３．１万人と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

・障害者向けＩＣカードの導

入については、現在のとこ

ろ導入されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

・近畿日本鉄道全２９４駅中、

高いサービスであること、

システム開発や駅務機器の

設置などの多額の設備投資

を行っていることから、一

層の普及促進に向けた取り

組みが望まれるとともに、

近畿圏・中部圏と広域な路

線を有することから、今後

のＩＣカードシステムを展

開するにあたり、ＩＣ定期

券の導入を含め、関係事業

者と連携し十分な協議を行

い、今後の方針を明確にす

ることが期待される。 

 

・ＩＣカードは、障害者にと

っても利便性の高いもので

あり、利用者サービス向上

の観点等から、どのような

対応ができるのかを含め、

可能な限りスルッとＫＡＮ

ＳＡＩ協議会加盟関係各社

との検討が進められるよう

期待される。 

 

 

とを決定いたしました。関係事

業者とも十分に協議しながら、

ＩＣカードの一層の普及促進

に向けて取り組んでまいりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・当社が導入しているＩＣカード

システム「ＰｉＴａＰａ」にお

いては、障害者向けカードが発

行されていないのが現状であ

ります。公営鉄道と割引制度が

異なる中、どのような対応がで

きるのか、スルッとＫＡＮＳＡ

Ｉ協議会加盟各社と検討して

まいります。 
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準 

 

 

 

 

 

 

 

②駅務機器類等故障

時の対応 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

③職員による駅務機

１９４駅に自動改札機、２

６９駅に自動券売機、１９

６駅に自動精算機が設置さ

れている。駅務機器の設置

については、社内に基準を

設けており、これに基づい

て適切に設置されている。 

 

・駅務機器類のトラブルが発

生した際の連絡体制に関す

る社内マニュアルに基づ

き、障害発生箇所より駅務

機器保守会社に第一報を入

れ、保守会社から営業課に

連絡を行うことになってお

り、連絡を受けた営業課は

運輸課外勤を通じて現場へ

の指示を行うことになって

いる。また、IC カード関係

の障害の場合は、「スルッと

ＫＡＮＳＡＩ障害発生時連

絡網」に従い、関係他社局

へ連絡する体制が取られて

いる。 

 

・駅務機器の基本的な取扱い
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器・現金等の取扱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）運賃の誤表示、誤

収受 

 ①誤収受等の発生状

況 

 

 

 

及び現金・私金等の取扱い

については、運輸部におい

て駅務機器の作業手順の雛

形を作成し、それを基に、

それぞれの駅長所在駅にお

いて、所属する駅の特性等

を考慮して作成している

「営業作業手順」「営業内

規」に規定されており、所

属する全ての駅に配備され

ている。 

 

・平成２２年７月、駅職員が

駅務機器を不正に操作し、

IC カード乗車券の入場記録

を取り消し、不正乗車を行

っていた事象が発覚してい

る。 

 

 

 

・最近の３カ年において、Ｊ

Ｒ線・京都市交通局線連絡

通学定期乗車券の誤発売が

２件、駅務機器のプログラ

ムミスによる誤収受が５

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・こうした事象は公共交通機

関としての信頼を著しく失

墜させるものであることか

ら、再発防止対策に全力で

取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事象発生を受け、社員教育を徹

底する一方で、チェック体制を

強化するなどの対策を講じて

おります。引き続き再発防止に

取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②再発防止のための

対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件、釣り銭誤装填による誤

収受が４件、運賃表等誤表

示が２件発生している。 

 

・それぞれの誤収受等につい

ては、駅の出改札口付近の

見やすい場所へのお詫び文

を掲示するとともに、過払

いのあった利用者に対して

は申告に応じて返金する措

置を講じた。 

 

・基本的な運賃の誤表示・誤

収受防止のための対策とし

て「運賃誤表示等防止・対

応マニュアル」を作成し、

各駅に配備している。 

 

・機器類のプログラムミスに

よる誤収受については、製

造メーカーに対して総点検

を実施するよう指示を行う

とともに、近鉄が要求する

仕様と機器の差異が発生し

ないよう、開発段階におい

て、近鉄職員とメーカー担

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運賃・料金の正確な収受は、

運賃制度を適正に運用する

ための基本的事項であるた

め、今後も運賃の誤収受等

が発生しないよう十分な取

り組みが必要である。 

 

・運賃誤収受、駅務機器や現

金の取扱いについて各種マ

ニュアルの作成や社内研修

を行うこととしており一定

の評価はできるが、近年、

職員に対して作成されたマ

ニュアルが多岐に渡り過ぎ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機器のプログラム誤り、定期券

発売時の学生区分誤り、釣り銭

の補充誤り等により運賃誤収

受を発生させたことを重く受

け止め、継続して各種の再発防

止策に取り組んでまいります。 

 

・これまで各種マニュアルの作成

や社内研修に取り組んでまい

りましたが、ご指摘を踏まえ、

より実効性のある対応が可能

かどうか具体的に検討してま

いります。 
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（５）その他 

①偽造紙幣等の対応 

 

 

 

 

 

 

②無料乗車証の取扱

い 

 

当者と綿密に情報を連携し

チェック体制の強化、実機

による検査パターンの見直

し、類似機種との処理結果

の突き合わせを行うことと

した。 

 

・つり銭誤装填については、

５０円硬貨と５００円硬貨

の取扱いを中止するととも

に、１０円つり銭カセット

側面に黄色の幅広帯シール

を貼り付けることで、装填

ミスを防ぐこととした。 

 

 

・偽造紙幣等が発見された場

合の対応は、所管の警察署

に連絡するとともに本社運

輸課に報告し、全駅並びに

社内関係部署に連絡する体

制となっている。 

 

・職務上の必要により発行す

る社員証、福利厚生の一環

として設けられている家族

ており浸透していないこと

が想定されることから、マ

ニュアルの管理方法の改善

や職員が実効性ある対応を

可能とするような工夫を講

じることが期待される。 
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③福祉割引の設定状

況 

 

乗車券、株主優待乗車証等

がある。 

 

・身体・知的障害者に対する

運賃割引は実施されている

が、精神障害者に対する運

賃割引の拡大については、

関西の鉄道事業者間での調

整等必要であることから、

現段階では特に検討してい

ない状況である。 

 

２．情報提供に関する事

項 

 

・ホームページにおいて財務

等に関する情報、運賃に関

する情報、安全・サービス

に関する情報の提供を行っ

ているほか、「近鉄ニュー

ス」と呼ばれるフリーペー

パーを駅に配備しており、

沿線催事等を中心に情報提

供を行っている他、駅用ポ

スター、車内ポスターにお

いても安全・サービスに関

する情報提供を行ってい

る。 

 

・今後とも、利用者に対する

各種情報の提供を積極的に

行っていくことが望まれ

る。 

 

・今後ともお客様に対し各種情報

の適切な提供を行ってまいりま

す。 
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３．案内情報（旅客案内）

に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・駅構内における案内サイン

に関しては、昭和５５年に

「駅案内標類掲示基準」を

策定し、以後移動等円滑化

整備ガイドラインに準拠さ

せる等、必要に応じて増補、

改定を行いつつ、社内にお

いて掲出するサインに関

し、統一的な基準を設けて

いる。 

 

・旅客動線、滞留スペース、

旅客用施設、店舗等の位置

などに配慮した駅舎の構成

に関する調整と、建築物の

仕上げ、案内標類、広告宣

伝類などとの調和を図るた

めの内外装に関する調整を

行うため「駅舎の構成およ

び内外装に関する整備基

準」を策定し、旅客サービ

スの更なる向上に取り組ん

でいる。 

 

・案内サイン表示の概況につ

いては、主要な駅において

・「駅案内標類掲示基準」や「駅

舎の構成および内外装に関

する整備基準」に基づいて、

利用が多い駅や観光地所在

駅等の投資効果が高く営業

戦略上重要な駅などから、

順次計画的に更新を図って

きているところであり、今

後ともその着実な推進・整

備を図っていくことが望ま

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも世の中の動向を見なが

ら更新計画を立て、その推進・

整備を図ってまいります。 
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交差する路線を表示し、ピ

クトグラムによる施設等の

位置表示を併用しながら駅

構内全域を示す立体的な駅

構内図を表示しており、ま

た、けいはんな線において

は駅のナンバリングを行っ

ている。 

 

４．バリアフリー対策に

関する事項 

（１）バリアフリー設備

の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・バリアフリー法による移動

円滑化基準に適合した段差

解消が図られている駅は、

平成２１年度末現在におい

て、全１１９駅中６９駅と

なっており、１日あたりの

平均利用者数５，０００人

以上の駅全体に対する基準

に適合した国内全体の駅の

整備率と比較すると低い水

準となっているが、平成２

２年度までに９６駅が段差

解消される予定である。 

 

・移動円滑化基準に適合した

 

 

・移動等円滑化基準への適合

に向け、バリアフリー法に

おける鉄道事業者の責務を

踏まえ、今後とも着実なバ

リアフリー化を推進するこ

とが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引き続き自治体と協議を重ね

て、地域の要請および支援の下、

整備を進めてまいりたいと考え

ております。 
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（２）可動式ホーム柵の

整備計画 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ソフト面での対応 

 

 

 

多機能トイレについては、

平成２１年度末現在７８駅

に設置されており、平成２

２年度までに１０１駅とな

る予定である。 

 

・鉄道車両のバリアフリー化

については、平成２１年度

末現在で、総車両数５９０

編成中１１６編成が移動円

滑化基準全てに適合してい

る。 

 

・ホームドアや可動式ホーム

柵の整備に関しては、列車

の扉位置、扉数の異なる車

両が混在していること、ホ

ームが狭隘でホームドアを

設置するスペースが確保で

きないといった課題があ

る。 

 

・一般旅客に対する心のバ

リアフリーの意識啓発に

ついての取り組みについ

て は 近 畿 運 輸 局 主 催 の
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（４）ハンドル形電動車

いす利用者への対応 

 

 

 

「交通バリアフリー化教

室」を実施するにあたり、

線内の駅において実施で

きるよう積極的に協力し

ている。  

 

・高齢者や障害者を初めと

した利用者へのサービス

向上の一環として、駅助

役等を対象として NPO 法

人日本ケアフィットサー

ビス協会が認定する資格

である「サービス介助士

２級」を取得させており、

その資格取得状況につい

ては、平成２２年３月３

１日現在で、駅助役４３

８名中１９８名が取得し

ている。  

 

・ハンドル形電動車いすに

よる利用については、身

体障害者福祉法及び児童

福祉法に基づいた補装具

として交付されているも

の等の条件を満たすもの
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で、ハンドル形電動車い

す交付証明書等の書面を

駅員に提示することを条

件に、乗車を認めている。

 

５．外国人観光旅客等へ

の対応に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「外国人観光旅客の旅行の

容易化等の促進による国際

観光の振興に関する法律」

に基づく、外国人観光客が

公共交通機関を円滑に利用

するために必要と認められ

る外国語等による情報の提

供を促進するための措置を

講ずべき区間として、近鉄

名古屋・京都・大阪難波の

各駅から賢島駅を結ぶ名古

屋線、山田線、鳥羽線、志

摩線、京都線、橿原線、大

阪線、難波線が、大阪難波

駅から近鉄名古屋・近鉄奈

良の各駅を結ぶ難波線、大

阪線、名古屋駅、奈良線が、

大阪阿部野橋・京都の各駅

から吉野駅を結ぶ南大阪

線、吉野線、京都線、橿原

線がそれぞれ指定されてい

・ 沿線内に奈良、伊勢志摩を

始めとした優良な観光エ

リアを多く抱えており、外

国人向け企画乗車券の発

売を始めとした外国人観

光旅客等への積極的な取

り組みについては評価で

きるものとなっており、引

き続き、外国人観光旅客等

のニーズを踏まえた対応

がなされることが望まれ

る。 

・引き続き、外国のお客様のニー

ズを踏まえて積極的に取り組ん

でまいります。 
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る。 

 

・この法律に基づき、駅の案

内サインについて２カ国語

及びピクトグラムによる表

示が指定区間はもとより全

ての駅において整備されて

いる。 

 

・車両への対応状況について

は、近鉄名古屋～賢島、大

阪難波～近鉄名古屋・近鉄

奈良・賢島、京都～賢島・

橿原神宮前、大阪阿部野橋

～吉野の各駅間を運行して

いる特急列車の全車両内に

ある路線ネットワーク図が

２カ国語対応となってい

る。 

 

・外国人観光旅客等への情報

提供は、ＨＰにおいても４

カ国語により行われている

ほか、外国人観光客向け企

画乗車券である「ＫＩＮＴ

ＥＴＳＵ ＲＡＩＬ ＰＡ
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ＳＳ」等のパンフレットで

は３カ国語標記により作成

している。 

 

・昭和４４年から駅係員、乗

務員を対象にした英会話講

習を実施してきており、ま

た乗降客数の多い駅では英

語、中国語、韓国語、日本

語の４カ国語に対応したコ

ミュニケーションボードを

設置している。 

 

 

６．乗継円滑化措置に関

する事項 

（１）相互直通運転の実

施状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・近畿日本鉄道は、難波線・

大阪線・奈良線において阪

神電鉄阪神本線・阪神なん

ば線と、けいはんな線にお

いて大阪市交通局４号線

と、京都線・奈良線におい

て京都市交通局烏丸線と相

互直通運転を実施してい

る。 

また、鶴橋駅で大阪線と
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（２）ダイヤ調整 

 

 

 

 

 

奈良線が、河内山本駅で大

阪線と信貴線が、大和八木

駅で大阪線と橿原線が、大

和西大寺駅で京都線、奈良

線、橿原線が、道明寺駅で

南大阪線と道明寺線が、古

市 駅 で 南 大 阪 線 と 長 野 線

が、尺土駅で南大阪線と御

所線が、伊勢中川駅で大阪

線、名古屋線、山田線が、

伊勢若松駅で名古屋線と鈴

鹿線が、日永駅で内部線と

八王子線が、それぞれ同一

ホームで乗り換え可能とな

っている。 

 

・ダイヤ変更時に、自社線内

全線及び相互直通運転を実施

している各社とダイヤ調整を

おこなっており、また、南海

電鉄、ＪＲ西日本等とはそれ

ぞれの接続駅において列車の

連絡ができるよう、可能な範

囲でダイヤを調整している。

さらに、奈良交通、近鉄バス、

三重交通、京阪バス等の各バ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・利用者利便の向上のための

取り組みが行われているこ

とは評価されるところであ

り、引き続き、関係事業者

との協調を図りこのような

取り組みが促進されていく

よう検討することが望まれ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引き続き関係事業者との協調を

図り、お客様の利便向上のため

の取組みが促進されるよう検討

してまいります。 
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ス会社に対しては、ダイヤを

提供することにより、各駅で

の列車との連絡を図ってもら

っている。 

 

・自社又は他社線の終電車等

が遅延した場合の列車接続手

配については、接続する各社

の現場管理者との間で連絡を

取り合い、他列車への影響を

踏まえて可能な限り接続を図

っている。 

 

７．事故等による輸送障

害時の旅客対応 

（１）輸送障害の発生状

況 

 

 

 

 

 

 

 

（２）輸送障害発生時の

体制等 

 

 

・近畿日本鉄道における平成

２１年度の輸送障害は、車

両に関するものが４件、電

気に関するものが６件、自

然災害によるものが３件、

その他鉄道に関するもの以

外が１９件の計３２件発生

している。 

 

・大規模な事故・災害発生時

の対応としては、社員の行
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動及び旅客への対応につい

て「異例事態に対応するマ

ニュアル（平成２０年１０

月）」を定めている。 

 輸送障害発生時の対応とし

ては、「災害救助規程」およ

び「運転事故処理規程」が

あり、それに基づく「事故

災害処理要綱」が、各輸送

統括部で定められている。

各駅区においても、それぞ

れの特異性を加味して行動

基準等を内規で定めてい

る。 

 

・輸送障害発生の際は、駅長

または乗務員から運転指令

へ報告、運転指令から関係

駅区長、他輸送統括部運転

指令、運輸部門、接続する

他事業者運転指令へ伝達さ

れている。また、事故発生

現場へは速やかに駅および

列車区の助役がかけつけて

現場の対応に当たってい

る。 
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（３）利用者等への情報

提供等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・接続する他社路線において

発生した事故等による輸送

障害情報については、当該

事業者から接続する路線の

運転指令へ連絡が入り、そ

の後は自社輸送障害発生時

と同様の系統をたどり情報

伝達がなされることとなっ

ており、自社・他社いずれ

の輸送障害時においても適

切な情報伝達が実施されて

いる。 

 

・輸送障害発生時には、社内

においては情報配信システ

ム上へ掲示している他、指

令無線傍受や、運転指令者

からの指令電話、駅同士で

の電話により情報伝達を行

い、具体的な情報提供に努

めている。 

 

・車内の乗務員に対しては、

運転指令者と指令無線によ

る通話や傍受、駅を介して
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（４）振替輸送等 

 

 

 

 

 

 

 

 

の指示・連絡により情報伝

達を行っている。なお、車

掌への情報配信をより確実

に行うため、現在車掌へ携

帯電話を配布することにつ

いて具体的な検討を進めて

いる。 

 

・車両内における利用者等へ

の情報提供方法としては、

車内放送により案内を行っ

ている。乗務員には案内放

送用語例を配布して放送す

る事項を統一することによ

り、必要な情報を正確に伝

えられるようにしている。 

 

・振替輸送については、輸送

障害が発生し、運行不能も

しくは輸送力の大幅な低下

が見込まれる場合には、運

転指令の判断で行うことに

しており、併せて列車内や

各駅での案内放送等により

情報提供を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・輸送障害発生時においては、

利用者から詳細な情報が求

められるため、今後も積極

的に伝達手段を検討し、情

報提供に努めることが望ま

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・車内のお客様へ迅速かつ正確に

情報提供できるよう、平成２３

年７月から車掌が列車運行情報

確認用の携帯電話を携行するよ

うにいたしました。引き続き、

お客様への案内サービスのさら

なる充実を図ってまいります。 
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（５）遅延証明 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）輸送障害時に対応

した教育・訓練 

 

・列車遅延により遅延証明書

については、発行するため

の遅延時間の設定をしてお

らず、乗客からの申し出が

あれば駅係員より改札付近

での手渡しにて発行してい

る。ホームページでの発行

は予定していない。 

 

・輸送障害が発生した際を想

定した訓練は、駅単位で年

４回事故発生時の処理や異

例時放送などについて行っ

ている。会社全体では、地

元の警察や消防の参加も得

て「事故災害総合復旧訓練」

を年１回実施している。こ

の他、消防からの申し出に

より消防や他社とも合同で

訓練を行う機会もある。 

 

・大幅な遅延の場合は、改札

が混雑する場合があるた

め、ホームページでの遅延

証明書の発行について検討

することが期待される。 

 

 

 

 

・教育・訓練の場では、活用

しやすく実践的なマニュア

ルを整理し、教育・訓練の

場で実際に活用するなど、

日頃から万全な対応ができ

る体制を整えておくことが

望まれる。今後とも輸送障

害発生時において的確な対

応ができるよう、年間を通

して計画的に教育・訓練を

実施することが望まれる。 

・お客様からのご要望状況を見極

めつつ、実現の可否について検

討してまいります。 

 

 

 

 

 

 

・引き続き、万全な対応ができる

体制を整備し、計画的に教育・

訓練を実施してまいります。 

８．災害時等の旅客対応

に関する事項 

・災害対応等危機管理につい

ては、「異例事態に対応する

マニュアル」に基づき実施

することとしている。 

 

・役員、管理・監督職に対し

ては定期的に「安全環境推

進講演会」を開催し、意識

の向上を図るなど、積極的

に取り組んでおり評価でき

・引き続き意識向上等に取り組ん

でまいります。 
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・災害対応等訓練については、

駅単位で年４回、会社全体

では警察や消防と連携し同

様に年４回実施している。

なお、消防と連携した訓練

については駅単位でも年２

回実施している。 

  

る。 

・今後とも、災害発生時等に

安全に旅客を避難・誘導す

るとともに、適切な処置が

行えるよう、関係機関とも

連携しながら教育・訓練を

実施することが望まれる。 

 

 

 

・今後とも、関係機関と連携しな

がら教育・訓練を実施してまい

ります。 

９．利用者からの意見等

に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・秘書広報部において利用者

の意見を集約したデータの

管理を行っている。平成１

６年よりホームページに意

見窓口を設置している他、

各駅で承った意見について

は、データを入力し秘書広

報部に送信する。秘書広報

部で集約された意見は、本

社においては幹部、管理・

監督職を始め全社員がパソ

コンで閲覧できるようにな

っている。 

 

・利用者からの意見等につい

ては、毎月秘書広報部にお

いて統計を作成し、本社の

・今後とも、利用者の意見を

取り入れ、多い事例につい

ては研修の場などで再周知

するなど、多くの機会を活

用することについて検討し

ていくことが望まれる。 

 

・お客様のご意見をさまざまな機

会に活用できるよう、今後とも

検討してまいります。 



23 

社員及び各駅に配布して、

どのような意見が増えてい

るかなどがわかるようにし

ている。 

 

１０．駅員の接遇等に関

する事項 

（１）移動制約者対応へ

の教育 

 

 

 

（２）駅係員の研修等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・移動制約者対応への教育に

ついては、４．（４）のとお

り積極的に取り組まれてい

る。 

 

・接遇教育について、お客様

第一主義の実践を目指し、

新任車掌全員に対して接遇

向上研修を行っている他、

定期的に列車区対象接遇向

上研修を行い、接遇・アナ

ウンスに関する技能の向上

に努めている。また、年１

回駅係員および車掌を対象

とした接遇に関するコンク

ールを実施して優秀者を表

彰することで係員のモチベ

ーションや職場全体の意識

の向上を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

・今後も引き続き、会社全体

で接遇に対する意識の向上

に努め、より効果的な研修

を検討しながら継続してい

くことが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後もお客様第一主義の実践を

目指し、研修等の取組みを継続

してまいります。 
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（３）駅業務の委託 

 

 

 

 

 

 

（４）暴力行為への対

応、迷惑行為等への対

応 

 

 

 

 

・以前は株式会社近鉄ステー

ションサービスに駅業務を

委託していたが、平成１８

年３月に同社を吸収合併し

ており、現在は委託してい

ない。 

 

・大阪輸送統括部管内におけ

る２１年度の暴力行為件数

は、２２件発生しており、

２０年度と比較して２２％

増加している。痴漢行為は

５５件発生しており、２０

年度と比較して１３％減少

している。 

 

・マナーの啓発については、

車内アナウンスにより呼び

かけを行っている。実際に

迷惑行為等が発生した場合

は、所轄警察と連携して対

応することとしており、毎

年、大阪府鉄道警察連絡協

議会定例会に出席するな

ど、連携の強化に努めてい

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも、警察との連携強

化を図るとともに、暴力等

迷惑行為の防止等の啓蒙活

動に努めることが望まれ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも警察のご協力をいただ

きながら、啓蒙活動に努めてま

いります。 



る。 

 

１１．その他のサービス

に関する事項 

   

・平成２２年１２月現在で、

２９駅に自動体外式除細動

装置（ＡＥＤ）を設置して

いる。ＡＥＤが設置されて

いる駅に勤務する助役に

は、消防署が実施する救命

講習の受講を義務付けてい

る。 

  

（１） 鉄道利用者への

救護・救急体制に

ついて 

  

  

  

   

   

   

   

    

 ・平成１７年４月から駅長所

在駅３７駅を「こども１１

０番の駅」として、助けを

求めてきた子供を保護し警

察へ通報する取り組みを他

の駅と共同で行っている。 

  

   

   

   

   

   

    

（２）携帯電話・優先席

の対応 

・車内の携帯電話の使用につ

いて、優先席付近では携帯

電話の電源を切り、それ以

外の場所ではマナーモード

に設定し通話は遠慮しても

らうという取り組みを行っ

ている。 

・今後とも利用者に対する啓

発に取り組み事が望まれ

る。 

・今後もお客様に気持ち良く鉄道

をご利用いただけるよう、啓

蒙・啓発に取り組んでまいりま

す。 
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（３） 健康増進法への

対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） ベビーカー対応 

 

 

 

 

 

・携帯電話及び優先席の取扱

いについて他社と同様、車

内においては放送や文字及

びピクトグラムによるステ

ッカーの貼付、駅において

はマナーポスターの掲示や

乗車位置表に優先席を表示

するなどマナー啓発に努め

ている。 

 

・利用者からの意見を参考に

しながら分煙に努めてい

る。全面禁煙になっていな

い駅については、喫煙ルー

ムの設置が難しい場合は、

可能な限り喫煙コーナーを

１箇所に集約したり、ホー

ム端に設置するなどの対策

を講じている。 

 

・ベビーカーの取扱いについ

ては、保護者の付き添いの

もと、他の乗客の安全、ベ

ビーカー及び乳幼児の安全

が充分に確保されること、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・健康増進法及び関連通達も

あることから、この趣旨を

踏まえた積極的な取り組み

が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後もお客様のお声や社会的要

請を考慮しつつ、駅構内のより

良い環境づくりに努めてまいり

ます。 
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（５） 女性専用車両の

導入やマタニテ

ィ・マーク等につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用により輸送上支障を生

じる恐れがないことなどを

条件にベビーカーを折りた

たまずに車内に持ち込むこ

とが可能とされている。 

 

・平成１５年３月から奈良線

上りで、平日始発から９時

３０分の間に大阪難波駅に

到着する快速急行列車で女

性専用車両の運行を行って

いる。運行に際しては、ポ

スターの掲示、駅構内及び

車内放送による案内を実施

するなど、鉄道利用者に対

する協力を呼びかけてい

る。 

 

・マタニティ・マークについ

ては、車両の優先座席への

ステッカー貼付や駅でのポ

スター掲示などにより、鉄

道利用者に対する妊婦への

配慮について啓発を行って

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも、利用者からの意

見や利用実態を考慮しなが

ら、利用者が気持ちよく鉄

道を利用できるような取り

組みが進められることが望

まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも、お客様からのご意見

やご利用実態を考慮しながら、

お客様に気持ち良く鉄道をご利

用いただけるよう取り組んでま

いります。 
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１２．ＣＳＲ（企業の社

会的責任）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・遺失物などの取扱いについ

ては、本社より全駅区長宛

に社内通知により適正な遺

失物の取扱いについて周知

を行っている。駅に届いた

遺失物に関しては「遺失物

検索システム」によりデー

タで情報を共有し、どの駅

で問い合わせを受けても早

急に対応できるようになっ

ている。 

 

・法令及び企業倫理に則った

企業行動を推進するため、

「法令倫理委員会」を設置

するとともに、各部署に法

令倫理責任者および法令倫

理担当者を置いている。一

般社員や法令倫理責任者を

対象に、法令や企業倫理に

係る研修を実施している

他、役員、管理職、各部署

の法令倫理担当者について

は毎年講演会を実施してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引き続き、法令倫理委員会

を活用し、研修や講演会を

通して職員一人一人のコン

プライアンス意識を高め、

不祥事を発生させない職場

環境を作り上げることが望

まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引き続き、研修や講演会を通し

て、社員一人一人のコンプライ

アンス意識を高めるよう努めて

まいります。 
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１３．けいはんな線及び

鳥羽線に設定さ

れている加算運

賃について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４．駅係員の寝過ごし

・地域社会とも連携を図り、

「こども１１０番の駅」の

取り組みの他に、沿線市町

村の防火協会運動への参

加、地元のイベントへの協

力、中学校職業体験学習の

受け入れ、「きんてつ鉄道ま

つり」の開催など様々な活

動を行っている。 

 

・けいはんな線の加算運賃に

ついては、整備費用の回収

が未だ十分でないことか

ら、当分の間現行の加算運

賃を維持することにしてい

るが、鳥羽線は、費用の回

収が完了していないもの

の、長期間にわたり加算運

賃を設定していることか

ら、次回の運賃改定のタイ

ミングで収支状況を考慮し

た上で、加算運賃の廃止に

向けた検討が必要という認

識である。 

 

・始業遅延に対する改善策の

・地域と積極的にコミュニケ

ーションを取っていること

は評価できる。今後とも、

利用者から必要とされる会

社を目指し地域社会と協力

していくことが望まれる。 

 

 

 

 

・鳥羽線の加算運賃について

は、新線建設における費用

の早期回収を行い収支の改

善を行うという設定当初の

目的は、既に果たされてい

るものと解されること、長

期間設定されていることか

ら、利用者等対外的な説明

に対し理解を得られにくい

状況にあることから、早急

に廃止・減額することにつ

いて前広に検討を行う必要

がある。 

 

 

・引き続き、係員のチェック

・今後とも地域社会との連携・協

力を行ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・鳥羽線の加算運賃については、

長期間設定しているものの、整

備費用の回収には至っていな

いことから、今後、収支状況を

考慮のうえ運賃を改定する際

には、当該加算運賃の廃止・減

額について検討いたします。 

 

 

 

 

 

 

・始業遅延の再発防止策として、

起床確認者の作業日課の見直し、

起床確認支援システムの導入を
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による始業遅延に

対する改善策の取

組みについて 

取り組みとして、駅係員の

寝過ごしを防止するため、

起床確認時他の作業が重複

していた２駅において起床

確認を行う助役の作業ダイ

ヤを見直し、起床確認に専

念できるよう改善した。 

 

・また、関係駅について「起

床確認支援システム」を導

入した他、４２駅について

駅設備をタイマー化し、ハ

ード面でも積極的に再発防

止対策を進めている。 

 

・始業遅延を含む、社内での

不祥事が起きた場合の現場

社員への注意喚起について

は、運輸部より管区の駅長

に通達を出し、朝礼時や駅

長より各駅の係員に周知す

るとともに口頭で駅員に確

認することで内容を確実に

周知している。 

 

体制によるソフト面と合わ

せて、駅設備のタイマーな

どハード面の整備も促進す

ることにより確実に件数を

減らしていく必要がある。 

既に実施しており、引き続き駅設

備のタイマー化を進めるなど、ハ

ード面の整備促進についても検

討してまいります。 


